
１．一般状況

　（1）第１号被保険者のいる世帯数

　（2）第１号被保険者数

１表　第1号被保険者数の推移（年度末現在） （単位：千人）

平成 令和

 26年度  27年度  28年度  29年度  30年度  元年度  ２年度  ３年度  4年度  5年度

17,164 17,449 17,454 17,456 17,296 17,255 17,462 17,152 16,359 15,709

15,856 16,366 16,951 17,423 17,955 18,292 18,326 18,735 19,486 20,181

33,021 33,816 34,405 34,879 35,252 35,548 35,788 35,887 35,845 35,890

※数値は、千人未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

　（３）要介護（要支援）認定者数

世帯となっている。前年度末現在（2,543万世帯）に比べ9万世帯（０.４％）増となっている。

85 歳 以 上 90 歳 未 満 は 186 万 人 （ 男 性 54 万 人 、 女 性 133 万 人 ） 、 90歳 以 上 は 203 万 人

（男性44万人、女性159万人）となっている。

前 年 度 末 現 在 に 比 べ 、 第 １ 号 被 保 険 者 は13.8万人 （２ .０ ％） 増、 第２ 号被 保険 者は

報 告 書 の 概 要

第１号被保険者のいる世帯数は、令和５年度末現在（令和6年3月末、以下同じ。）で2,552万

0.09万人 （０.７％） 増となっている。

９０.２％となっている。

万人となっており、軽度（要支援１～要介護２）の認定者が約６６.０％を占めている。

認定を受けた第１号被保険者のうち、前期高齢者（65歳以上75歳未満）は68万人、後期高齢者

（75歳以上）は627万人で、第１号被保険者の認定者に占める割合は、それぞれ９.８％、

護１：146万人、要介護２：119万人、要介護３：93万人、要介護４：89万人、要介護５：59

認定者を要介護（要支援）状態区分別にみると、要支援１：102万人、要支援２：100万人、要介

13万人（男性7万人、女性6万人）となっている。（２表参照）

うち、第１号被保険者については、65歳以上70歳未満は20万人（男性11万人、女性9万人）

70歳以上75歳未満は48万人（男性24万人、女性24万人）、75歳以上80歳未満は86万人

（男性35万人、女性51万人）、80歳以上85歳未満は152万人（男性51万人、女性101万人）、

要介護（要支援）認定者（以下「認定者」という。）数は、令和５年度末現在で708万人となっ

第１号被保険者数は、令和５年度末現在で3,589万人となっている。そのうち、前期高齢者（65

歳以上75歳未満）は1,571万人、後期高齢者（75歳以上）は2,018万人で、第1号被保険者

前年度末現在に比べ、前期高齢者65万人 (４.０％) 減、後期高齢者69.5万人 (３.６％) 増、

ている。うち、第１号被保険者は695万人（男性219万人、女性476万人）、第２号被保険者は

計

75歳以上

65～75歳未満

区　　分

計4.5万人 (０.１％) 増となっている。

に占める割合は、それぞれ４３.８％、５６.２％となっている。（１表参照）
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２表　認定者数（年度末現在） （単位：千人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 総数

第１号被保険者 322 285 478 402 295 252 153 2,188

65歳以上70歳未満 15 16 20 21 15 13 11 110

70歳以上75歳未満 33 33 46 45 32 29 20 237

75歳以上80歳未満 51 49 74 66 47 41 28 355

80歳以上85歳未満 83 67 115 91 65 55 33 509

85歳以上90歳未満 86 69 125 97 70 59 33 537

    　  90歳以上 55 51 97 84 67 57 28 439

第２号被保険者 7 11 12 15 10 9 9 73

329 296 489 418 306 261 162 2,261

14.6% 13.1% 21.6% 18.5% 13.5% 11.6% 7.2% 100.0%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 総数

第１号被保険者 685 691 966 762 614 626 420 4,764

65歳以上70歳未満 14 16 16 15 10 10 9 90

70歳以上75歳未満 45 45 45 38 25 25 21 243

75歳以上80歳未満 102 92 102 72 51 49 38 506

80歳以上85歳未満 203 175 218 144 102 96 69 1,009

85歳以上90歳未満 202 204 292 213 161 154 102 1,327

        90歳以上 119 159 292 280 265 293 181 1,589

第２号被保険者 6 9 9 12 8 7 8 58

691 701 975 773 622 633 428 4,822

14.3% 14.5% 20.2% 16.0% 12.9% 13.1% 8.9% 100.0%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 総数

第１号被保険者 1,008 976 1,443 1,164 909 878 574 6,952

65歳以上70歳未満 29 32 36 36 25 23 20 200

70歳以上75歳未満 77 78 91 82 57 54 41 480

75歳以上80歳未満 154 141 176 138 97 89 66 861

80歳以上85歳未満 286 242 333 235 167 151 103 1,518

85歳以上90歳未満 287 272 418 309 230 212 135 1,865

   　　 90歳以上 174 210 389 364 332 350 209 2,028

第２号被保険者 12 20 21 27 18 16 16 131

1,020 996 1,464 1,191 927 895 590 7,083

14.4% 14.1% 20.7% 16.8% 13.1% 12.6% 8.3% 100.0%

※数値は、千人未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

※保険者が国民健康保険団体連合会に提出する受給者台帳を基にしたものであり、提出後に要介護度が遡って変更になる場合がある。

図１　認定者数の推移（年度末現在）
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※( )の数値は、平成12年度を100とした場合の指数である。
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（４）第1号被保険者に占める認定者の割合

　には、大阪府、京都府、和歌山県などが高く、茨城県、宮崎県、栃木県などが低くなっている。

（3表、図２参照）

３表　都道府県別 第１号被保険者に占める認定者の割合（年度末現在）

都道府県 認定者数
第１号被
保険者数

認定率
（％）

都道府県 認定者数
第１号被
保険者数

認定率
（％）

都道府県 認定者数
第１号被
保険者数

認定率
（％）

全　国 6,952 35,890 19.4 富山県 65 332 19.7 島根県 47 226 20.8

北海道 349 1,665 20.9 石川県 61 335 18.2 岡山県 120 567 21.2

青森県 76 419 18.0 福井県 42 233 17.8 広島県 162 822 19.7

岩手県 79 407 19.5 山梨県 41 253 16.3 山口県 87 458 19.1

宮城県 125 656 19.1 長野県 112 653 17.2 徳島県 49 243 20.0

秋田県 72 357 20.1 岐阜県 107 605 17.7 香川県 60 302 19.9

山形県 63 359 17.5 静岡県 189 1,102 17.1 愛媛県 92 440 21.0

福島県 114 589 19.3 愛知県 339 1,900 17.8 高知県 47 242 19.3

茨城県 139 861 16.1 三重県 102 531 19.2 福岡県 278 1,428 19.5

栃木県 93 573 16.3 滋賀県 69 379 18.3 佐賀県 45 250 18.1

群馬県 103 581 17.8 京都府 169 735 23.0 長崎県 87 438 19.9

埼玉県 342 1,980 17.3 大阪府 559 2,360 23.7 熊本県 108 553 19.5

千葉県 310 1,739 17.8 兵庫県 335 1,582 21.2 大分県 70 375 18.8

東京都 652 3,157 20.7 奈良県 84 422 19.9 宮崎県 57 352 16.2

神奈川県 453 2,352 19.3 和歌山県 67 306 21.9 鹿児島県 100 524 19.1

新潟県 134 718 18.7 鳥取県 35 178 19.5 沖縄県 62 350 17.7

※数値は、千人未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

図２　都道府県別　第１号被保険者に占める認定者の割合と認定者数の対前年伸び率

（単位：千人）

第１号被保険者に占める認定者の割合（年度末現在）は、全国平均で１９.４％となっており、地域別
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（５）居宅介護（介護予防）サービス受給者数

うち第１号被保険者数は4,951万人、第２号被保険者数は107万人となっている。

受給者が約６９.６％を占めている。（４表、図3参照）

（２.０％）増となっている。（図４参照）

４表　居宅サービス受給者数（年度累計） （単位：千人）

区　　分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

第１号被保険者 4,147 6,117 13,173 11,091 6,864 5,110 3,012 49,514

第２号被保険者 61 146 191 271 165 125 116 1,075

総　　数 4,208 6,263 13,364 11,362 7,030 5,235 3,128 50,589

構　成　比 8.3% 12.4% 26.4% 22.5% 13.9% 10.3% 6.2% 100.0%

※数値は、千人未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

図3　要介護（要支援）状態区分別 居宅サービス受給者数の割合（第１号被保険者、第２号被保険者別）

居宅介護（介護予防）サービス受給者（以下「居宅サービス受給者」という。）数は、令和５年度

累計（※令和5年３月から令和６年２月サービス分）で総数5,059万人（延人月。以下同じ。）、

要介護（要支援）状態区分別では、要支援１：421万人、要支援２：626万人、要介護１：1,336

万人、要介護２：1,136万人、要介護３：703万人、要介護４：523万人、要介護５：313万人

となっており、要介護１の受給者数が２６.４％と最も多くなっており、軽度（要支援１～要介護２）の

１ ヶ 月 あ た り 平 均 で み る と 、 総 数 で 422 万 人 と な り 、 前 年 度 （ 413 万 人 ） に 比 べ 8 万人
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図4　居宅サービス受給者数の推移（１ヶ月平均）

（６）地域密着型（介護予防）サービス受給者数

　人となっている。

　占めている。（５表、図５参照）

　（１.５％）増となっている。（図６参照）

５表　地域密着型サービス受給者数（年度累計） （単位：千人）

区　　分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

第１号被保険者 62 91 3,232 2,761 2,127 1,571 996 10,840

第２号被保険者 0 1 28 36 27 20 19 131

総　　数 62 92 3,260 2,797 2,154 1,591 1,014 10,971

構　成　比 0.6% 0.8% 29.7% 25.5% 19.6% 14.5% 9.2% 100.0%

※数値は、千人未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

１ヶ月あたり平均でみると、総数で91.4万人となり、前年度（90.1万人）に比べ1万人

地域密着型（介護予防）サービス受給者（以下「地域密着型サービス受給者」という。）数は、

令和５年度累計で総数1,097万人、うち第１号被保険者数は1,084万人、第2号被保険者数は13万

介護２：280万人、要介護３：215万人、要介護４：159万人、要介護５：101万人となっており

要介護（要支援）状態区分別では、要支援１：6万人、要支援２：9万人、要介護１：326万人、要

要介護１の受給者数が２９.７％と最も多く、軽度（要支援１～要介護２）の受給者が約５６.６％を

※東日本大震災の影響により、平成22年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。
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（単位：千人）

要支援 要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

※平成29年４月１日までに、全市町村で介護予防・日常生活支援総合事業を実施している。また、平成29年度末までに、

介護予防訪問介護と介護予防通所介護は総合事業のサービスにすべて移行している。
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図５　要介護（要支援）状態区分別　地域密着型サービス受給者数の割合（第１号被保険者、第２号被保険者別）

図６　地域密着型サービス受給者数の推移（１ヶ月平均）
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（単位：千人)

要支援１～２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

※平成18年度は、４月から２月サービス分の平均。

※平成28年４月１日から、居宅サービスである通所介護のうち、小規模な通所介護や療養通所介護は地域密着型サービスに

移行している。
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（７）施設介護サービス受給者数

　1,152万人となっている。（６表参照）

　最も多く、重度（要介護４～要介護５）の受給者が約６１.９％を占めている。（図７参照）

　（４０.０％）減、介護医療院０.３万人（６.７％）増となっている。（図８参照）

※平成30年度、介護医療院が創設され、介護療養型医療施設から介護医療院等への移行が進められている。

６表　施設サービス受給者数（年度累計） （単位：千人）

区　　分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

介護老人福祉施設 61         184       1,791    2,811    2,002    6,849    

介護老人保健施設 503       770       995       1,174    669       4,110    

介護療養型医療施設 1            1            5            21         26         55         

介護医療院 12         22         53         207       239       535       

総　　数 577       977       2,835    4,199    2,928    11,516  

構　成　比 5.0% 8.5% 24.6% 36.5% 25.4% 100.0%

※同一月に２施設以上でサービスを受けた場合、施設ごとにそれぞれ受給者数を１人と計上するが総数には１人と
　計上しているため、４施設の合算と総計が一致しない。

※数値は、千人未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

図７　要介護状態区分別 施設サービス受給者の割合（総数）

０.６万人（１.１％）増、介護老人保健施設０.１万人（０.３％）減、介護療養型医療施設０.３万人

施設介護サービス受給者（以下「施設サービス受給者」という。）数は、令和５年度累計で総数

要 介 護 状 態 区 分 別 で は 、 要 介 護 １ ： 58 万 人 、 要 介 護 ２ ： 98 万 人 、 要 介 護 ３ ： 284

万人、要介護４：420万人、要介護５：293万人となっており、要介護４の受給者数が３６.５％と

１ヶ月あたり平均でみると、介護老人福祉施設57万人、介護老人保健施設34万人、介護療養型

医療施設0.5万人、介護医療院4.5万人、総数96万人であり、前年度に比べ、介護老人福祉施設

5.0%

8.5%

24.6%

36.5%

25.4%

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５
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図８　施設サービス受給者数の推移（１ヶ月平均）

※平成19年度からは、同一月に2施設以上で施設サービスを受けた場合、施設ごとにそれぞれ受給者数を1人と計上するが、

　総数には１人と計上しているため４施設の合算と総計が一致しない。

 ※東日本大震災の影響により、平成22年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。

※平成30年度、介護医療院が創設され、介護療養型医療施設から介護医療院等への移行が進められている。
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２．保険給付（介護給付・予防給付）

（1）総数

　１１兆４,７９９億円、利用者負担を除いた給付費１０兆２,７５８億円となっている。（７表参照）

　は、１１兆７,１８６億円となっている。

　ている。

７表　保険給付　介護給付・予防給付（総数） 令和５年度累計（5年３月～6年２月サービス分）

件数

区分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

居宅サービス 9,069 14,339 37,650 36,656 24,619 20,030 13,550 155,913

地域密着型サービス 63 94 3,426 2,948 2,271 1,665 1,057 11,525

施設サービス 0 0 581 985 2,864 4,250 2,962 11,642

合　　計 9,132 14,433 41,658 40,590 29,755 25,945 17,568 179,080

構 成 比 5.1% 8.1% 23.3% 22.7% 16.6% 14.5% 9.8% 100.0%

単位数

居宅サービス 89 184 1,134 1,267 1,132 1,043 764 5,614

地域密着型サービス 3 11 356 414 459 399 287 1,928

施設サービス 0 0 156 280 825 1,314 982 3,557

合　　計 92 195 1,645 1,961 2,416 2,757 2,033 11,100

構 成 比 0.8% 1.8% 14.8% 17.7% 21.8% 24.8% 18.3% 100.0%

費用額

居宅サービス 1,020 2,007 11,815 13,184 11,767 10,858 7,972 58,624

地域密着型サービス 33 109 3,638 4,236 4,709 4,084 2,942 19,751

施設サービス 0 0 1,589 2,867 8,455 13,461 10,053 36,424

合　　計 1,053 2,115 17,042 20,287 24,931 28,403 20,967 114,799

構 成 比 0.9% 1.8% 14.8% 17.7% 21.7% 24.7% 18.3% 100.0%

給付費

居宅サービス 922 1,809 10,665 11,850 10,548 9,702 7,114 52,611

地域密着型サービス 30 97 3,243 3,775 4,194 3,639 2,622 17,600

施設サービス 0 0 1,420 2,561 7,554 12,027 8,986 32,547

合　　計 952 1,906 15,328 18,186 22,296 25,368 18,722 102,758

構 成 比 0.9% 1.9% 14.9% 17.7% 21.7% 24.7% 18.2% 100.0%

※数値は、それぞれ千件、億単位、億円未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

◎保険給付（介護給付・予防給付）総括表

※数値は、億円未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

（単位：千件）

（単位：億単位）

（単位：億円）

（単位：億円）

保険給付関係の令和５年度累計の総数は、件数１億７,９０８万件、単位数１兆１,１００億単位、費用額

なお、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費を含む費用額

給付費について内訳をみると、居宅介護（介護予防）サービス（以下「居宅サービス」という。）は

５兆２,６１１億円、地域密着型介護（介護予防）サービス（以下「地域密着型サービス」という。）は

１兆７,６００億円、施設介護サービス（以下「施設サービス」という。）は３兆２,５４７億円となっ

32,547                     

2,742                       

376                          

※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

2,387                       

108,263                   

区分

居宅サービス

地域密着型サービス

施設サービス

高額介護サービス費

高額医療合算介護サービス費

特定入所者介護サービス費

合　　計

給付費

52,611                     

17,600                     
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（２）都道府県別 居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス別の給付費割合

　型サービス１７.１％、施設サービス３１.７％となっている。（８表参照）

８表　都道府県別 居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス別給付費割合 （単位：億円）

※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

※数値は、億円未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

（3）第１号被保険者１人あたり給付費

　いる。（９表参照）

　１人あたり給付費の全国平均は、３０２千円となっている。

９表　都道府県別 第１号被保険者１人あたり給付費 （単位：千円）

※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

※数値は、百円未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

保険給付について、各サービス別の給付費割合は、全国平均で、居宅サービス５１.２％、地域密着

第１号被保険者１人あたり給付費（総数）の全国平均は、居宅サービスでは１４７千円、地域

密着型サービスでは４９千円、施設サービスでは９１千円、合計では２８６千円となって

また、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費を含む

114.8 75.1 106.2 296.0

沖縄県 177.4 37.1 80.5 295.0

162.3 45.6 84.9 292.8

宮崎県 147.9 47.9 83.8 279.5

131.3 74.2 87.3 292.8

熊本県 142.4 62.0 94.1 298.5

長崎県

大分県

141.5 52.4 88.6 282.5

佐賀県 131.0 60.7 86.5 278.2

144.7 77.2 88.6 310.5

高知県 108.7 69.6 112.4 290.6

91.4 275.4

142.3 54.4 109.3 305.9

香川県 151.4 47.0 98.4 296.7

51.5 104.4 313.7

大阪府 217.6 44.6 78.1 340.3

42.8 99.4 293.5

滋賀県

京都府

64.6 119.3 312.2

兵庫県 154.5 44.6 87.7 286.8

奈良県 140.0 37.7 95.2 272.9

和歌山県 167.2 54.4 98.6 320.3

63.6 108.3 298.9

山梨県 131.0 63.2 83.2 277.4

132.9 57.1 87.4 277.5

44.4 96.5 270.8

愛知県 147.9 42.1 77.0 267.0

三重県 151.3

124.8 306.2

富山県 132.3

福井県 127.0

長野県 126.0

180.4 35.1 85.7 301.2

152.1 46.9

岐阜県 145.2

鳥取県 128.3

157.9

83.9 282.9

135.5 28.6 84.6 248.7

135.5 36.7 82.3 254.4

95.5 285.5

124.2 53.1 109.1 286.4

108.0 37.9 99.0 244.9

299.0

122.7 51.9 97.2 271.8

116.5 45.3 80.3 242.0

316.4

292.5

新潟県

113.7 65.4

130.5 57.6

148.4 54.3秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

155.5 63.7

千葉県

東京都

神奈川県

121.8 63.8

141.5 48.5

123.4 57.9

鹿児島県

徳島県

愛媛県

福岡県

施設
サービス

合　計

島根県 134.5 74.3 117.1 325.9

岡山県 140.9 72.2 99.2 312.3

広島県 142.3 57.1 89.5 288.9

山口県 123.4 60.6

地域密着型
サービス

施設
サービス

合　計
都道
府県

居宅
サービス

地域密着型
サービス

都道
府県

居宅
サービス

静岡県 129.9

61.6 115.4 309.3

石川県 126.5 63.2 101.7 291.4

56.6 98.8 281.5

48.4 86.5 280.1

埼玉県

北海道

青森県

岩手県

宮城県

都道
府県

居宅
サービス

地域密着型
サービス

施設
サービス

113.8

106.9

111.0

合　計

全　国 146.6 49.0 90.7 286.3

84.8 263.9

88.7 307.9

35.9%

沖縄県 621 60.1% 130 12.6% 282 27.3%

鹿児島県 601 38.8% 393 25.4% 556

29.0%

宮崎県 521 52.9% 169 17.1% 295 30.0%

大分県 608 55.4% 171 15.6% 318

29.8%

熊本県 787 47.7% 343 20.8% 520 31.5%

長崎県 576 44.8% 325 25.3% 383

31.4%

佐賀県 327 47.1% 152 21.8% 216 31.1%

福岡県 2,021 50.1% 748 18.5% 1,266

28.5%

高知県 263 37.4% 168 23.9% 272 38.7%

愛媛県 637 46.6% 340 24.9% 390

35.7%

香川県 457 51.0% 142 15.8% 297 33.1%

徳島県 346 46.5% 132 17.8% 266

31.0%

山口県 565 44.8% 277 22.0% 418 33.2%

広島県 1,169 49.3% 469 19.8% 735

施設
サービス

265 35.9%

岡山県 799 45.1% 409 23.1% 562 31.8%

都道
府県

居宅
サービス

地域密着型
サービス

施設
サービス

島根県 304 41.3% 168 22.8%383 37.3%

鳥取県 229 41.1% 115 20.7% 213

34.9%

和歌山県 512 52.2% 167 17.0% 302 30.8%

奈良県 591 51.3% 159 13.8% 402

38.2%

兵庫県 2,445 53.9% 706 15.5% 1,387 30.6%

大阪府 5,134 63.9% 1,053 13.1% 1,842 22.9%

京都府 1,160 50.3% 378 16.4% 767 33.3%

滋賀県 504 47.9% 217 20.6% 331 31.5%

三重県 803 51.6% 227 14.6% 528 33.9%

愛知県 2,810 55.4% 800 15.8% 1,463 28.8%

静岡県 1,431 48.0% 489 16.4% 1,064 35.7%

岐阜県 878 51.8% 293 17.3% 523 30.9%

253 36.2%

石川県 424 43.4% 212 21.7% 341

長野県 824 44.8% 370 20.1% 646 35.1%

山梨県 332 47.2% 160 22.8% 211 30.0%

34.9%

21.3%

886 40.3% 415 18.9% 896 40.8%

3,576 53.8% 1,104 16.6% 1,973 29.7%

5,696 59.9% 1,109 11.7% 2,704

福井県 296 42.5% 148

28.4%

2,357 53.3% 638 14.4% 1,431 32.3%

2,682 54.5% 567 11.5% 1,675 34.0%

822 49.6% 282 17.0% 555 33.4%

667 48.1% 259 18.7% 460 33.2%

529 46.9% 194 17.1% 406 36.0%

931 44.1% 326 15.5% 853 40.4%

732 43.4% 313 18.5% 643 38.1%

1,412 32.1%

東京都

神奈川県

805 45.1% 341 19.1% 638 35.7%

372 28.8%

531 43.6% 234 19.3% 451 37.1%

437 41.7% 229 21.8% 384 36.5%

新潟県

17,600 17.1% 32,547

652 50.5% 267 20.7%

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

1,894 43.1% 1,089 24.8%

都道
府県

全　国 52,611 51.2%

居宅
サービス

都道
府県

居宅
サービス

地域密着型
サービス

地域密着型
サービス

施設
サービス

31.7% 富山県 439 42.8% 204 19.9%
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図９　第１号被保険者１人あたり給付費
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※第１号被保険者１人あたり給付費 ＝ 令和５年度給付費累計 ／ 令和５年度末第１号被保険者数

※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

全

国

全国平均：２８６千円
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（４）第１号被保険者分

　１１兆２,９６１億円、給付費１０兆１,０９０億円となっている。

　　※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

（５）第１号被保険者の２割負担対象者分

　費用額４,２７０億円、給付費３,４１６億円となっている。

　　※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

（６）第１号被保険者の３割負担対象者分

　費用額３,５８６億円、給付費２,５０８億円となっている。

　　※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

（７）第２号被保険者分

　給付費１,６６８億円となっている。

　　※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

（８）高額介護（介護予防）サービス費 

　　高額介護（介護予防）サービス費の累計は件数２,１８２万件、給付費２,７４２億円となっている。 

（９）高額医療合算介護（介護予防）サービス費

　　高額医療合算介護（介護予防）サービス費の累計は件数１２２万件、給付費３７６億円となっている。

（１０）特定入所者介護（介護予防）サービス費

　　特定入所者介護（介護予防）サービス費の累計は、給付費２,３８７億円となっている。

（１１）市町村特別給付 

　　市町村特別給付の累計は件数７５万件、費用額３１億円、給付費２６億円となっている。

第１号被保険者分の保険給付関係は、件数１億７,５２７万件、単位数１兆９２４億単位、費用額

第２号被保険者分の保険給付関係は、件数３８１万件、単位数１７６億単位、費用額１,８３８億円

第１号被保険者の２割負担対象者分の保険給付関係は、件数６２４万件、単位数４０９億単位、

第１号被保険者の３割負担対象者分の保険給付関係は、件数５４８万件、単位数３４１億単位、
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３．第１号被保険者の保険料収納状況

　９９.４％となっている。（10表参照）

　２,２６６億円、収納率９３.８％となっている。

10表　都道府県別保険料収納状況（現年度分） （単位：億円）

都道府県 調定額 収納額 収納率 都道府県 調定額 収納額 収納率 都道府県 調定額 収納額 収納率

全　国 24,470 24,320 99.4% 富山県 252 251 99.6% 島根県 168 167 99.7%

北海道 995 990 99.5% 石川県 246 245 99.5% 岡山県 403 402 99.6%

青森県 290 288 99.4% 福井県 176 175 99.5% 広島県 559 557 99.7%

岩手県 273 272 99.6% 山梨県 171 170 99.4% 山口県 277 276 99.7%

宮城県 442 440 99.5% 長野県 439 438 99.7% 徳島県 169 168 99.3%

秋田県 250 248 99.5% 岐阜県 423 421 99.4% 香川県 214 214 99.6%

山形県 258 257 99.7% 静岡県 754 750 99.6% 愛媛県 300 299 99.6%

福島県 381 380 99.5% 愛知県 1,285 1,280 99.6% 高知県 146 145 99.5%

茨城県 552 548 99.2% 三重県 378 376 99.5% 福岡県 945 938 99.3%

栃木県 379 377 99.4% 滋賀県 277 276 99.6% 佐賀県 174 173 99.5%

群馬県 412 410 99.4% 京都府 510 507 99.5% 長崎県 291 289 99.5%

埼玉県 1,273 1,264 99.2% 大阪府 1,709 1,694 99.1% 熊本県 373 371 99.4%

千葉県 1,094 1,085 99.2% 兵庫県 1,050 1,044 99.4% 大分県 235 234 99.5%

東京都 2,307 2,282 98.9% 奈良県 281 279 99.5% 宮崎県 222 220 99.4%

神奈川県 1,674 1,665 99.5% 和歌山県 214 213 99.5% 鹿児島県 341 339 99.5%

新潟県 525 523 99.7% 鳥取県 131 131 99.6% 沖縄県 255 250 98.3%

※数値は、億円未満を四捨五入しているため、計に一致しない場合がある。

令和５年度の保険料収納状況は、調定額２兆４,４７０億円、収納額２兆４,３２０億円、収納率

なお、特別徴収の収納額累計は２兆２,０５４億円、収納率１００.０％、普通徴収の収納額累計は
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４．介護保険特別会計経理状況

　参照）

　　この差引残額のうち、国庫支出金精算額等を精算した後では１,７２０億円となる。

　となっている。

１１表　介護保険特別会計経理状況（保険事業勘定・全国計）
（単位：億円）

決 算 額 決 算 額

保険料 24,427        総務費 2,469          

分担金及び負担金 119             保険給付費 108,388      

使用料及び手数料 7                 地域支援事業費 5,358          

国庫支出金 27,992        財政安定化基金拠出金 -                  

介護給付費負担金（再掲） 20,485        相互財政安定化事業負担金 -                  

調整交付金（再掲） 5,498          保健福祉事業費 34               

地域支援事業交付金（再掲） 1,631          基金積立金 1,526          

保険者機能強化推進交付金（再掲） 142             公債費 10               

保険者努力支援交付金 190             予備費 0.17            

支払基金交付金 30,294        諸支出金 2,037          

介護給付費交付金（再掲） 29,338        

地域支援事業支援交付金（再掲） 956             

都道府県支出金 16,693        

都道府県負担金（再掲） 15,858        

地域支援事業交付金（再掲） 815             

相互財政安定化事業交付金 0.006          

財産収入 5                 

寄附金 0.15            

繰入金 19,648        

一般会計繰入金12.5%（再掲） 13,560        

総務費に係る一般会計繰入金（再掲） 2,338          

介護給付費準備基金繰入金（再掲） 1,245          

地域支援事業繰入金（再掲） 808             

低所得者保険料軽減繰入金（再掲） 1,548          

繰越金 3,825          

市町村債 6.36            

諸収入 89               

123,106      合　　　　計 119,821      

令 和 ５ 年 度 の 保 険 者 に お け る 介 護 保 険 特 別 会 計 （ 保 険 事 業 勘 定 ） に つ い て 、 歳 入 合 計

また、令和５年度末現在で介護給付費準備基金の保有額は１兆７５８億円（１,５４６保険者）

１２兆３,１０６億円、歳出合計１１兆９,８２１億円、差引残額３,２８５億円となっている。（11表

合　　　　計

歳 入 歳 出

科 目 科 目
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（参考）

科　　　　目 内　　　　容

保険料 第１号被保険者から徴収した保険料

分担金及び負担金 介護認定審査会共同設置等の場合の負担金等

使用料及び手数料 保険料の督促手数料等

国庫支出金 介護保険事業の執行に必要な国の負担金等

介護給付費負担金 介護給付及び予防給付に要する国の負担金

調整交付金 介護保険の財政調整のために交付する国の交付金

地域支援事業交付金 地域支援事業に要する国の交付金

保険者機能強化推進交付金 保険者機能強化推進のための国の交付金

保険者努力支援交付金 保険者の取組状況に基づく国の交付金

支払基金交付金 支払基金からの交付金

介護給付費交付金 介護給付・予防給付に要する支払基金からの交付金

地域支援事業支援交付金 地域支援事業に要する支払基金からの交付金

都道府県支出金 介護保険事業の執行に必要な都道府県の負担金等

都道府県負担金 介護給付及び予防給付に要する都道府県の負担金

地域支援事業交付金 地域支援事業に要する都道府県の交付金

相互財政安定化事業交付金 市町村相互財政安定化事業における交付金

財産収入 財産運用収入及び財産売却収入等

寄附金 寄附金

繰入金 他会計や基金からの繰入金

一般会計繰入金12.5% 介護給付及び予防給付に要する市町村の負担金

総務費に係る一般会計繰入金 介護保険事業の執行に必要な事務費、人件費等の一般会計からの繰入金

介護給付費準備基金繰入金 中期財政運用期間中の余剰金を積み立てる準備基金の取り崩しによる繰入金

地域支援事業繰入金 地域支援事業に要する市町村の負担金

低所得者保険料軽減繰入金 低所得者の保険料軽減に要する繰入金

繰越金 前年度の余剰金

市町村債 財政安定化基金等からの借入金等

諸収入 延滞金、加算金、過料等

総務費 介護保険事業の執行に必要な事務費、人件費等

保険給付費
保険給付、予防給付、高額介護サービス、高額医療合算介護サービス費、
特定入所者介護サービス費、市町村特別給付に要する費用等

地域支援事業費 地域支援事業に要する費用

財政安定化基金拠出金 財政安定化基金に係る拠出金

相互財政安定化事業負担金 市町村相互財政安定化事業における負担金

保健福祉事業費 保健福祉事業に要する費用

基金積立金 介護給付費準備基金等への積立金

公債費 借入金の返還金等

予備費 予備費

諸支出金 他会計への繰出金、還付加算金等

　介護保険特別会計（保険事業勘定）の科目の説明

歳
　
　
　
　
　
入

歳
　
　
　
　
　
出
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